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１ 税制度の継続の必要性について 

   

（税の目的） 

○産業廃棄物の排出を抑制し、可能な限り再生利用や減量化を行うことにより、 

循環型社会の形成を促進する。 

○産業廃棄物税の税収を用いて、産業廃棄物の排出抑制や減量化、再生利用の推進

等の施策をより一層推進する。 

 

（１）現状 

ア 税導入による県内排出量に関する排出抑制等効果 

    景気の動向や東日本大震災による影響、循環型社会の形成に向けた総合的な 

取組の中で、産業廃棄物税のみによる効果を測ることは困難であるが、税を導

入した平成１８年度から東日本大震災前の平成２２年度まで県内排出量は減

少している。 

また、平成２２年度以降、平成２５年度までの４か年に実施した産業廃棄物

税充当事業の実績として、産業廃棄物抑制及び再生利用施設整備支援事業では、

１５事業者に対し、汚泥の脱水処理施設等の整備費用を一部補助することによ

り、合計約２万１千トンの汚泥などの産業廃棄物が削減されたほか、エコ・リ

サイクル製品も２１件から５０件へ認定数も増加している。このほか、電子マ

ニフェストの加入者数も操作説明会の開催などにより、１，０９９事業者にま

で増加し、また、不法投棄監視体制の充実などにより不法投棄件数は少なくと

も増加傾向は見られないなど税充当事業の効果が現れているものと考える。 

   

イ 循環型社会形成促進効果 

   産業廃棄物の排出抑制、再生利用等を推進していくためには、法令による規

制的手法、事業者の自主的取組による手法、産業廃棄物税などの経済的手法な

ど、適切な施策を組み合わせることにより対応していくことが重要であり、そ

の中で、産業廃棄物税については、産業廃棄物の排出抑制、再生利用等に一定

の効果があると考えられ、その役割は大きい。 

 

 

資料２－３ 
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 ウ 他県との均衡 

        全国では２７道府県が平成１４年以降、順次産業廃棄物税を導入し、東北地

方では本県を含む６県すべてで導入している。なお、現時点（平成２６年１１

月）では、それぞれ見直し等を経てすべての２７道府県が制度を継続している。 

 

（２）あり方 

持続可能な循環型社会を形成していくためには、現在の税制度を引き続き、継

続することが適当であると考える。 

 

２ 税制度について 

 

（１）課税方式等 

○納税義務者 

県内の最終処分場に産業廃棄物を搬入する排出事業者又は中間処理業者 

○課税標準 

県内の最終処分場に搬入される産業廃棄物の重量 

○徴収方法 

 「最終処分業者特別徴収方式」 

・排出事業者又は中間処理業者が最終処分業者に最終処分を委託する場合

は、最終処分業者による特別徴収とする。 

・排出事業者又は中間処理業者が自ら設置する最終処分場で最終処分を行

う場合（自社最終処分）は、申告納付とする。 

 

ア 現状 

制度開始後８年以上が経過し、また、納税状況についても、公平かつ確実に

徴収され、滞納もないことなど、制度自体は既に定着しているものと考える。 

徴収方法については、最終処分業者が特別徴収義務者として徴収する「最終

処分業者特別徴収方式」であり、本県を含む２５道府県で採用されている。他

の徴収方法としては、排出事業者が申告納付する「事業者申告納付方式」があ

り、三重県及び滋賀県で採用されている。 

それぞれの方式の概要及びメリット、デメリットを以下に示す。 

 

   ①最終処分業者特別徴収方式（三重県、滋賀県を除く２５道府県） 

排出抑制に加え、中間処理業者による減量化、リサイクルを促すことが期 

待できる。また、最終処分場の設置者を特別徴収義務者とするため、課税対

象となる産業廃棄物の把握が容易であり、納税者の事務負担や徴税コストも

小さい。 

 

  ②事業者申告納付方式（三重県、滋賀県） 

排出事業者の中間処理施設又は最終処分場への搬入量に応じて、排出事業 

者に直接税負担を課すものであり、排出抑制などの動機付けを働かせやすい

というメリットがある。   

     ただし、納税者の数が多いため事業者の把握が容易ではなく、徴税コスト
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が大きい。そのため、年間排出量等が一定量に満たない場合には課税しない

という「免税点」を設定せざるを得なく、税の公平性という点で問題がある。 

 

  イ あり方 

税制度が定着しており、課税方式等の見直しが必要となる大きな課題等はな 

いことから、引き続き、現行の課税方式等を継続することが適当であると考え

る。 

 

（２）税率 

 １，０００円／トン 

 

ア 現状 

    制度開始後８年以上が経過し、制度自体が定着し、また、県内の企業活動

に多大な影響を与えているものではないと考える。 

平成２２年度から平成２５年度までの税収額の状況は、約５億８千万円か

ら約７億円程度で推移し、税充当事業費もこの間、平成２３年度を除いて、

４億円から６億円程度で推移している。 

税収入は基金として積み立てており、東日本大震災の影響により一部の事

業が実施できなかったことなどのため、平成２５年度末の基金残高は約９億

１千万円となったが、平成２６年度末の基金残高は約６億８千万円となる見

込みである。 

基金残高は一時増加したものの、産業廃棄物の排出抑制・再生利用等の推

進のため、震災前と同程度規模の税充当事業への財政需要があることから、

震災前の水準まで戻る見込みである。 

 

イ あり方 

産業廃棄物税を導入している全２７道府県でトン当たり１，０００円であ

り、他自治体との均衡が図られていることから、引き続き、現行の税率を継

続することが適当であると考える。 

 

（３）課税の特例 

○自社最終処分の場合 

排出事業者が自社最終処分を行う場合は、重量に１／２を乗じたものを課税

標準とする。 

○特例納付事業者の場合 

排出事業者の年間の最終処分場への搬入量が１万トンを超える場合は、その

超える部分については重量に１／２を乗じたものを課税標準とする。 

 

   ア 自社最終処分の場合 

    ア）現状 

多額の投資や努力により自社処分場を確保し、自ら処理することで排出 

事業者責任による自己処理に努めていることに考慮して設けられた制度

である。 
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この制度の対象となる中小規模の事業者は、１１事業者（１４施設）で

平成２２年度から平成２５年度の納税額は、約３７０万円から約１８０万

円程度に低下して推移している。これは税収額全体の約０．２～０．６％

を占めている。 

 

イ）あり方 

平成２２年度から、納税額は減少傾向にあり、全体の税収額に占める割 

合は小さい。制度創設当時の趣旨も考慮して、引き続き、当該制度を継続 

することが適当であると考える。 

 

イ 特例納付事業者の場合 

ア）現状 

排出抑制の実効性と適正規模の税負担の双方を考慮した税制度が望ま

しく、特定の納税者にあまりにも高額な税負担が発生する場合、一定の軽

減措置が必要であるとして設けられた制度である。 

この制度の対象事業者は、４事業者（５施設）で平成２２年度から平成

２５年度の納税額は２億６千万円から３億円程度で推移し、税収額全体の

約４３～４５％を占めている。 

 

    イ）あり方 

平成２２年度から納税額は、全体の税収額に占める割合に大きな変動は

なく、適正規模の税負担であると考えられることから、引き続き、当該制

度を継続することが適当であると考える。 

 

（参考）業態別税収 

 
 

（４）その他 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第１１条第２項の規定により、市町村等の一

般廃棄物最終処分場で併せて処理される産業廃棄物（併せ産廃）は課税対象として

いない。 

 

      ア 現状 

      市町村等が設置する一般廃棄物処理施設のうち、産業廃棄物を受け入れ

ている施設は、４市町村・一部事務組合（７施設）である。 

      全体の処理量に占める産業廃棄物の割合は、最終処分場で約２％以下、

焼却施設では、約６％以下となっており、その割合は小さい。 

 

（単位：千円）

区分 Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

特別徴収義務者 316,593 363,930 424,054 402,872
自社処分業者 3,701 2,394 1,882 1,784
特例納付事業者 260,534 104,230 340,061 302,086

合計 580,828 470,554 765,997 706,742
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    イ 課題 

      循環型社会の推進及び税の公平性の観点から、一律に課税すべきとの考

え方もあるが、排出事業者の理解を得る必要があること、厳しい経済状況

の中で新たな負担を求めることの是非、徴税コストとの兼ね合い及び課税

手法に関する調査研究の必要性などの課題がある。 

 

３ 税の使途について 

 

（充当方針） 

○産業廃棄物排出量の抑制 

 ・産業廃棄物排出量の抑制・排出量の削減への技術的・経済的支援 

○リサイクル(物質循環)の推進 

 ・リサイクル技術の導入支援 

  ・環境産業の育成 

  ・企業間の情報交換ネットワークの構築 

○産業廃棄物処理施設の整備促進 

 ・産業廃棄物処理業者の情報公開支援 

  ・処分場への不安感の払拭 

  ・処分場の周辺環境整備 

○産業廃棄物に関する県民理解の促進 

  ・環境教育、学習の振興 

 ・優良な処理業者の育成 

・産業廃棄物に関する県民理解の促進（広報、普及啓発） 

○不法投棄の未然防止 

  ・不法投棄防止対策の強化 

  ・事業者に対する啓発（適正処理等） 

○その他産廃税の目的に適合する事業 

 

（１）現状 

産業廃棄物税の充当事業については、産業廃棄物税の目的に適合した効果的な 

事業を構築するため、毎年、一般社団法人福島県産業廃棄物協会など関係９団体

に対して、産業廃棄物税充当事業に関する意見や要望を伺っている。 

また、県ホームページへの税充当事業の掲載を行い、税負担者である排出事業 

者や産業廃棄物処理業者及び県民に対して事業内容等を公開している。 

 

（２）あり方 

関係団体の意見や要望からも現在の充当方針で事業を継続することが適当で 

あると考える。 

 

 

 


